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店と、東南アジアで最多である。世界でも中国の約 4 万店、米国の約 2 万店、台湾・韓国




















1）。 Keegan の 5 類型のうち、トランスナショナル戦略は Bartlett and Ghoshal（1989）
が提唱した概念で、今後の国際化の有力な方向性として提案された。Porter、Salmon 
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（出所）Keegan（2014）、p.258 の表 8-2 および 8-3.
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ルクラブ、日本食料理店での市場調査も合わせて行った。調査期間は 2016 年 9 月 12 日～

























　まず雇用情勢について、National Statistical Office of Thailand（2020）によると、近年
タイの失業率は 1％前後の水準で推移しており、業種を問わず人手不足の傾向が見られる。
このような中、2012 年 4 月、当時のインラック政権は、中間所得層の底上げをはかる目
2髙橋（2019），p.51-52 に基づく。
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で、ここ数年タイの外食産業は年 5 ～ 10％の成長を続けている。













ジェトロバンコクが 2012 年 10 月に実施したアンケート調査でも、週 1 回以上夕食時に外
食を利用するとの回答が 100％、週 2 ～ 3 回との回答が約半数を占めた（ジェトロバンコ
表2　タイ人の食料品支出（単位：バーツ）
クラス 世帯月収 占有率 1 日分の食費
バンコク 地方
富裕層 10 万～ 6% 1% 1,000
準富裕層 5 万～ 10 万 13% 5% 500
上位中間層 3 万～ 5 万 19% 10% 270
中間所得層 2 万～ 3 万 35% 25% 170
一般大衆層 1 万～ 2 万 16% 19% 100
最低賃金層 ～ 1 万 11% 40% 50














　タイの人口（2017 年）は約 6,765 万人であるが、このうち富裕層と準富裕層を合わせた
上流層は約 260 万人、上位中間層と中間所得層を合わせた中流層は約 1,100 万人を占める。























図 1 から明らかなように、日本食レストランは増加傾向にある。2019 年における日本





　タイでは、「改正外国人事業法」（2000 年 3 月施行）により、投資規制業種が定められ
ている。外食業は第 3 種（外国人との競争力がまだついていない業種）に該当し、最低資
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1997 養老乃瀧 居酒屋 撤退
（注 1）進出年は 1 号店の出店年。
（注 2）吉野家は一度撤退したが、2011 年にタイに再進出した。
（出所）川端（2016）、pp.300 ～ 312、および各社ホームページにより筆者作成。

















































（注 1）進出年は 1 号店の出店年。
（注 2）「ごはん処 大戸屋」については、「OOTOYA KITCHEN」を含む。
（出所）『月刊食堂』2012 年 11 月号、pp.29、2014 年 10 月号、pp.10 ～ 15、川端（2016）、
pp.264 ～ 312、および各社ホームページにより筆者作成。
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